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(57)【要約】
【課題】近距離から遠距離に亘って広い測定レンジを有
しながら、低コストであって小型化が可能な光波距離計
を提供する。
【解決手段】測定光３０を出射する発光素子１１と、測
定光３０を平行光にする投光光学素子１５と、入射光を
反射光と透過光に分離する光分離面１８１と、光分離面
１８１を透過した測定光３０を、測定対象物２１へ到達
するように反射させる光反射面１８２と、帰還光３２が
光分離面１８１で反射した第一帰還光３２１と、帰還光
３２が光反射面１８２で反射した第二帰還光３２２を受
光し、集光して出射する受光光学素子１６と、受光光学
素子１６によって集光された光を電気信号に変換する受
光素子１２とを備え、光分離面１８１に光を入射させた
場合、光分離面１８１で反射される光の強度は、光分離
面１８１を透過した後に光反射面１８２で反射される光
の強度よりも低いことを特徴とする。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　測定対象物が有する再帰性反射部に到達するように測定光を出射し、前記測定光が前記
再帰性反射部で反射した光である帰還光を受光し、前記測定光の出射から前記帰還光の受
光までの時間を計測することによって前記測定対象物までの距離を算出する光波距離計で
あって、
　前記測定光を出射する発光素子と、
　前記測定光が入射する位置に設けられ、前記測定光を平行光にして出射する投光光学素
子と、
　前記投光光学素子から出射される前記測定光が入射し、かつ、前記投光光学素子の光軸
と鋭角又は鈍角で交わり、入射した光を反射光と透過光に分離する光分離面と、
　前記光分離面と平行に前記光分離面よりも前記投光光学素子側とは反対側に位置し、前
記光分離面を透過した前記測定光を、前記光分離面を透過した前記測定光が前記光分離面
をさらに透過して前記測定対象物の前記再帰性反射部へ到達するように反射させる光反射
面と、
　光軸が前記光分離面と鋭角又は鈍角で交わり、前記再帰性反射部へ到達した前記測定光
の反射光である前記帰還光が前記光分離面で反射した第一帰還光のうち少なくとも一部と
、前記帰還光が前記光分離面を透過した後に前記光反射面で反射した第二帰還光のうち少
なくとも一部とを受光し、受光した前記第一帰還光及び前記第二帰還光を集光して出射す
る受光光学素子と、
　前記受光光学素子によって集光された光を電気信号に変換する受光素子と、
を備え、
　前記光分離面に対して、前記光分離面から前記光反射面に向かうように光を入射させた
場合、前記光分離面で反射される光の強度は、前記光分離面を透過した後に前記光反射面
で反射される光の強度よりも低いことを特徴とする光波距離計。
【請求項２】
　前記光分離面と前記光反射面は、一つの光学素子のそれぞれ対向する一対の面であるこ
とを特徴とする請求項１に記載の光波距離計。
【請求項３】
　前記投光光学素子と前記受光光学素子は、別個の素子であり、互いに前記投光光学素子
の光軸方向に離間していることを特徴とする請求項１又は２に記載の光波距離計。
【請求項４】
　前記受光光学素子は、前記投光光学素子から出射される前記測定光を屈折させることな
く透過又は通過させる非屈折部を有し、前記投光光学素子から出射される前記測定光の少
なくとも一部は前記非屈折部を透過又は通過することを特徴とする請求項１～３のいずれ
か一項に記載の光波距離計。
【請求項５】
　前記受光光学素子の光軸は、前記投光光学素子から出射される前記測定光の光束の側面
に接して伸びていることを特徴とする請求項１～４のいずれか一項に記載の光波距離計。
【請求項６】
　前記投光光学素子と前記受光光学素子は、一体に形成された一つの光学素子であること
を特徴とする請求項１又は２に記載の光波距離計。
 
 
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、光波距離計に関する。
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【背景技術】
【０００２】
　光波距離計は、発光素子から測定対象物に向かって測定光を照射してから、照射した測
定光が測定対象物に反射されて帰還光として光波距離計内の受光素子に戻ってくるまでの
時間を計測することにより、光波距離計から測定対象物までの距離を測定する装置である
。このような装置による距離の測定においては、照射した測定光が測定対象物の表面で拡
散反射してしまうと、光波距離計に戻ってくる帰還光の強度が低下してしまい、長距離に
ある測定対象物までの距離の測定が困難になってしまう。
【０００３】
　そこで、長距離にある測定対象物に対しても距離の測定を可能とするため、測定対象物
に再帰性反射部を設け、これに平行光を照射する方法がある。この再帰性反射部は、照射
された光を、略その光が入射してきた方向に反射させる機能を有している。そのため、長
距離にある測定対象物に平行光を照射しても、十分な強度の平行光が帰還光として光波距
離計に戻ってくることになり、そのような長距離にある測定対象物までの距離の測定が可
能となる。
【０００４】
　しかし、このように再帰性反射部が設けられた測定対象物の測定においては、測定対象
物からの帰還光を光波距離計内の受光素子に導くのが困難になる場合がある。即ち、再帰
性反射部に平行光を入射させると、その帰還光は略平行光ではあるが僅かに拡がりながら
、入射光が通過した光路を逆に進むことになる。そのため、測定対象物までの距離が十分
に長い場合であれば、帰還光は光波距離計に到達する際には入射光よりも十分に拡がった
光となるため、帰還光の拡がり部分を受光素子に導くことができる。それに対して、測定
対象物までの距離が短い場合には、帰還光は光波距離計に到達する際には入射光と比較し
てほとんど拡がっていないため、帰還光の略全てが再び発光素子に戻ることとなり、帰還
光を受光素子に導くことが困難となる。そのため、近距離から遠距離に亘って広い測定レ
ンジを有する光波距離計を実現するためには、特別な工夫が必要となる。
【０００５】
　そのような光波距離計を実現するため、下記特許文献１に記載の光波距離計においては
、測定対象物から受光素子までの経路上に近接する位置に、帰還光の一部の光路を変化さ
せるための拡散素材等を設けている。具体的には、下記特許文献１に記載の光波距離計は
、遠距離の測定対象物を測定した際に、帰還光が受光素子に導かれるような光学系を有し
ている。しかし、この光学系を用いて短距離の測定対象物の測定を行うと、その測定対象
物からの帰還光の光路が長距離の測定対象物の測定を行った場合の光路からずれてしまい
、帰還光を受光素子に導くことができなくなってしまう。このような問題点を解決するた
めに、上述のような拡散素材等を設けている。これにより、帰還光は拡散素材等で拡散さ
れ、拡散された帰還光の一部は受光素子に入射することになる。このようにして、近距離
から遠距離に亘って広い測定レンジを有する光波距離計を実現している。
【特許文献１】特開平９－１０５６２５
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、上記特許文献１に記載の光波距離計においては、発光素子、受光素子、
及び発光素子からの出射光を測定対象物に導き、帰還光を受光素子に導くための光学系に
加えて、帰還光を拡散させるための拡散素材等の部品が必要となり、光波距離計のコスト
アップに繋がってしまうという問題がある。また、そのような部品を配置するための空間
、及び、拡散させた帰還光を受光素子に導くための空間を確保する必要があるため、光波
距離計の装置外形が大きくなってしまうという問題がある。
【０００７】
　従って、本発明は、近距離から遠距離に亘って広い測定レンジを有しながら、低コスト
であって小型化が可能な光波距離計を提供することを目的とする。
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【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係る光波距離計は、測定対象物が有する再帰性反射部に到達するように測定光
を出射し、測定光が再帰性反射部で反射した光である帰還光を受光し、測定光の出射から
帰還光の受光までの時間を計測することによって測定対象物までの距離を算出する光波距
離計であって、測定光を出射する発光素子と、測定光が入射する位置に設けられ、測定光
を平行光にして出射する投光光学素子と、投光光学素子から出射される測定光が入射し、
かつ、投光光学素子の光軸と鋭角又は鈍角で交わり、入射した光を反射光と透過光に分離
する光分離面と、光分離面と平行に光分離面よりも投光光学素子側とは反対側に位置し、
光分離面を透過した測定光を、光分離面を透過した測定光が光分離面をさらに透過して測
定対象物の再帰性反射部へ到達するように反射させる光反射面と、光軸が光分離面と鋭角
又は鈍角で交わり、再帰性反射部へ到達した測定光の反射光である帰還光が光分離面で反
射した第一帰還光のうち少なくとも一部と、帰還光が光分離面を透過した後に光反射面で
反射した第二帰還光のうち少なくとも一部とを受光し、受光した第一帰還光及び第二帰還
光を集光して出射する受光光学素子と、受光光学素子によって集光された光を電気信号に
変換する受光素子とを備え、光分離面に対して、光分離面から光反射面に向かうように光
を入射させた場合、光分離面で反射される光の強度は、光分離面を透過した後に光反射面
で反射される光の強度よりも低いことを特徴とする。
【０００９】
　本発明によれば、発光素子から出射した測定光は、投光光学素子により平行光にされた
後に測定対象物が有する再帰性反射部に照射される。そのため、測定光が再帰性反射部で
反射された光である帰還光は、略平行光であるが、僅かに拡がりながら測定光の通過した
光路を逆方向に進むこととなる。そして、帰還光は、光分離面で反射する第一帰還光と、
光分離面を透過した後に光反射面で反射する第二帰還光とに分離される。この際、光分離
面と光反射面は平行であるため、第一帰還光と第二帰還光は、投光光学素子の光軸と略平
行に進むこととなる。
【００１０】
　第一帰還光は、第二帰還光よりも強度が低いが、測定対象物までの距離が短い場合には
、光分離面に到達した際の帰還光の強度が高いため、第一帰還光の強度も十分高くなる。
さらに、第一帰還光のうち少なくとも一部は、測定光とは異なる光路を投光光学素子の光
軸と略平行に進むこととなるため、第一帰還光のうち少なくとも一部を受光光学素子に入
射させて集光し、受光素子に入射させることが可能となる。
【００１１】
　また、測定対象物までの距離が長い場合には、光反射面に到達した帰還光は測定光より
も十分に拡がっているため、第二帰還光は、測定光よりも十分に拡がることとなる。その
ため、第二帰還光のうち少なくとも一部は測定光と異なる光路を投光光学素子の光軸と略
平行に進むこととなるため、第二帰還光のうち少なくとも一部を受光光学素子に入射させ
て集光し、受光素子に入射させることが可能となる。
【００１２】
　そのため、測定対象物までの距離が短くても長くても、十分な強度の帰還光を受光素子
に入射させることが可能である。
【００１３】
　また、本発明によれば、発光素子、受光素子、及び発光素子からの出射光を測定対象物
に導き、帰還光を受光素子に導くための光学系のみで光波距離計を構成することができる
。
【００１４】
　従って、近距離から遠距離に亘って広い測定レンジを有しながら、低コストであって小
型化が可能な光波距離計を得ることができる。
【００１５】
　さらに、光分離面と光反射面は、一つの光学素子のそれぞれ対向する一対の面であるこ
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とが好ましい。これにより、光分離面と光反射面を一つの部品で構成することが可能とな
るため、さらに、低コストであって小型化が可能な光波距離計を得ることができる。
【００１６】
　さらに、投光光学素子と受光光学素子は、別個の素子であり、互いに投光光学素子の光
軸方向に離間していることが好ましい。これにより、光波距離計の製造の際、投光光学素
子と受光光学素子の焦点位置を、それぞれ独立に調整することが可能であるため、より精
密に距離の測定が可能な光波距離計を得ることができる。
【００１７】
　さらに、受光光学素子は、投光光学素子から出射される測定光を屈折させることなく透
過又は通過させる非屈折部を有し、投光光学素子から出射される測定光の少なくとも一部
は非屈折部を透過又は通過することが好ましい。これにより、受光光学素子を投光光学素
子よりも光分離面側に配置することによって、光波距離計の外形において受光光学素子の
光軸に沿った方向の長さの短縮化を図った構成においても、投光光学素子から出射された
測定光を受光光学素子によって屈折させずに、測定対象物に到達させることができる。こ
れにより、測定精度を保ちながら、より小型化が測られた光波距離計を得ることができる
。
【００１８】
　さらに、受光光学素子の光軸は、投光光学素子から出射される測定光の光束の側面に接
して伸びていることが好ましい。これにより、第二帰還光のうち、測定光の通過した光路
から少しでも離れた場所を進む部分を受光光学素子で受光することが可能となるため、よ
り精密に距離の測定が可能な光波距離計を得ることができる。
【００１９】
　また、投光光学素子と受光光学素子は、一体に形成された一つの光学素子であることが
好ましい。これにより、必要な部品数が減少するため、より低コストであって小型化が可
能な光波距離計を得ることができる。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明によれば、近距離から遠距離に亘って広い測定レンジを有しながら、低コストで
あって小型化が可能な光波距離計が提供される。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２１】
　以下に、本発明を実施するための形態について、添付図面を参照しながら詳細に説明す
る。なお、各図面において、同一の要素は、同一の参照番号を用いて示されている。また
、図面中の構成要素内及び構成要素間の寸法比は、図面の見易さのため、それぞれ任意と
なっている。
【００２２】
[第一実施形態]
　本発明に係る光波距離計の第一実施形態について、図１～図４を用いて説明する。
【００２３】
　図1は、測定対象物までの距離を測定している本実施形態に係る光波距離計の斜視図で
ある。本実施形態に係る光波距離計１０は、発光素子としてのレーザダイオード１１、投
光光学素子としてのコリメートレンズ１５、裏面鏡１８、受光光学素子としてのフレネル
レンズ１６、及び受光素子としてのフォトダイオード１２を備えている。この光波距離計
１０による距離の測定においては、レーザダイオード１１から測定光３０をパルス波とし
て出射し、それを測定対象物２１が有する再帰性反射部２２まで導く。そして、測定光３
０が再帰性反射部２２で反射された光である帰還光３２をフォトダイオード１２まで導い
て電気信号に変換する。そして、レーザダイオード１１が測定光３０を出射してから、フ
ォトダイオード１２が帰還光３２を受光するまでの時間を測定することにより、光波距離
計１０から測定対象物２１までの距離を算出する。
【００２４】
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　光波距離計１０の構成及び光波距離計１０による距離の測定方法の詳細について、図２
～４を用いて説明する。図２及び図３は、光波距離計１０の構成及び光波距離計１０によ
る測定原理を示す模式図である。
【００２５】
　まず、図２を用いて、光波距離計１０の構成、及び測定対象物２１までの距離が短い場
合の測定原理について説明する。
【００２６】
　図２の（ａ）は、レーザダイオード１１から出射した測定光３０が測定対象物２１の再
帰性反射部２２に到達するまでの光路を示す模式図である。図２の（ａ）に示すように、
まずレーザダイオード１１からパルス状の測定光３０を出射し、コリメートレンズ１５に
入射させる。レーザダイオード１１は、コリメートレンズ１５の焦点１５ｆに配置されて
おり、レーザダイオード１１から出射した測定光３０は、コリメートレンズ１５によって
平行光にされて出射される。平行光となった測定光３０は、互いに平行であって、コリメ
ートレンズ１５の光軸１５ｘ方向に離間する光分離面１８１と光反射面１８２とを有する
裏面鏡１８に、光分離面１８１側から入射する。
【００２７】
　裏面鏡１８が有する光分離面１８１は、入射した光を反射光と透過光に分離する機能を
有しており、その反射率は低く（例えば、１～１０％）、入射した光の大部分は透過する
こととなる。また、裏面鏡１８が有する光反射面１８２は、入射した光の大部分を反射す
る機能を有するものである。そのため、光分離面１８１に対して、光分離面１８１から光
反射面１８２に向かうように光を入射させた場合、光分離面１８１で反射される光の強度
は、光分離面１８１を透過した後に光反射面１８２で反射される光の強度よりも低くなる
。このような裏面鏡１８としては、例えば板状ガラスの一面に対して、銀、アルミニウム
等の金属薄膜を成膜したものや、これらの金属からなる板状部材を貼り合わせたものを挙
げることができる。この場合、金属薄膜を成膜した面、又は金属からなる板状部材の板状
ガラスと貼り合わせた面が光反射面１８２となり、それと対向する板状ガラスの面が光分
離面１８１となる。
【００２８】
　この裏面鏡１８は、光分離面１８１及び光反射面１８２が、コリメートレンズ１５の光
軸１５ｘと、鋭角（又は鈍角）で交差するように配置されている。そして、裏面鏡１８に
入射した測定光３０の大部分は光分離面１８１を透過し、その後光反射面１８２で反射さ
れる。そして、この光反射面１８２で反射された測定光３０は、測定対象物２１が有する
再帰性反射部２２に入射し、再帰性反射部２２で反射される。なお、裏面鏡１８に入射し
た測定光３０のうちの一部は、光分離面１８１で反射されるが、その強度は、光分離面１
８１を透過した測定光３０の強度よりも低く、また、測定に必要のない光となるため、そ
の図示は省略する。
【００２９】
　次に、測定光３０が再帰性反射部２２で反射された光である帰還光３２の光路について
、図２の（ｂ）及び（ｃ）を用いて説明する。これらの図は、測定対象物２１までの距離
が近い場合の帰還光３２の光路を示すものである。また、図２の（ａ）における測定光３
０の光路を、３０ｉとして破線で示す。
【００３０】
　図２の（ｂ）に示すように、再帰性反射部２２に入射した平行光である測定光３０（図
２の（ａ）参照）は、再帰性反射部２２で反射し、帰還光３２となる。この再帰性反射部
２２は、入射した光を、それと略平行に反射する機能を有する。そのため、帰還光３２は
略平行光となり、測定光３０が通過した光路３０ｉを逆向きに光分離面１８１まで進むが
、帰還光３２は完全な平行光ではなく、僅かな拡がり角αを有しているため、僅かに拡が
りながら光分離面１８１に入射する。
【００３１】
　続いて、光分離面１８１に入射した帰還光３２の一部は光分離面１８１で反射して第一
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帰還光３２１となる。この際、光分離面１８１は光反射面１８２と平行であるため、第一
帰還光３２１は、コリメートレンズ１５の光軸１５ｘと略平行に略平行光として進む。ま
た、光分離面１８１は光反射面１８２とコリメートレンズ１５の光軸１５ｘと垂直な方向
に離間しているため、第一帰還光３２１の一部３２１ａは、測定光３０の光路３０ｉとは
異なる光路を進むこととなる。そして、第一帰還光３２１の一部３２１ａは、コリメート
レンズ１５の光軸１５ｘと同軸上の光軸１６ｘを有し、レーザダイオード１１よりもコリ
メートレンズ１５側とは反対側に配置されたフレネルレンズ１６に入射して集光され、フ
レネルレンズ１６の焦点１６ｆに配置されたフォトダイオード１２に入射する。
【００３２】
　ここで、光分離面１８１の反射率は低いため、帰還光３２のうち、光分離面１８１で反
射して第一帰還光３２１となる割合は低くなる。しかし、測定対象物２１までの距離が短
い場合、光分離面１８１に到達する際の帰還光３２の強度は高いため、第一帰還光３２１
の一部３２１ａの強度も十分に高くなる。
【００３３】
　また、図２の（ｃ）に示すように、帰還光３２のうちの一部は、光分離面１８１を透過
した後に、光反射面１８２に到達する。この際、帰還光３２は再帰性反射部２２から光反
射面１８２まで拡がりながら進むため、帰還光３２の光反射面１８２に到達した時点での
幅ｗ３２は、測定光３０（図２の（ａ）参照）が光反射面１８２で反射した時点での幅ｗ
３０よりも大きくなっているが、測定対象物２１までの距離が短いため、幅ｗ３２と幅ｗ
３０の差はごく僅かとなる。
【００３４】
　そして、光反射面１８２に到達した帰還光３２は、光反射面１８２で反射して第二帰還
光３２２となり、コリメートレンズ１５の光軸１５ｘと略平行に略平行光として進む。こ
の際、第二帰還光３２２のうち、測定光３０の光路３０ｉよりも拡がった部分３２２ａは
、測定光３０の光路３０ｉとは異なる光路を進むこととなる。そして、第二帰還光３２２
の一部３２２ａは、光軸１６ｘが光分離面１８１と鋭角（又は鈍角）で交わるフレネルレ
ンズ１６に入射して集光され、フレネルレンズ１６の焦点１６ｆに配置されたフォトダイ
オード１２に入射する。
【００３５】
　ここで、光反射面１８２の反射率は高いため、光反射面１８２に到達した帰還光３２の
大部分は反射されて第二帰還光３２２となる。しかし、帰還光３２の光反射面１８２に到
達した時点での幅ｗ３２は、測定光３０が光反射面１８２で反射した時点での幅ｗ３０と
略同じ大きさのため、第二帰還光３２２の一部３２２ａの強度は低くなる。そのため、測
定対象物２１までの距離が短い場合、第二帰還光３２２の大部分は、フォトダイオード１
２に入射しないこととなる。
【００３６】
　従って、測定対象物までの距離が短い場合、レーザダイオード１１から測定光３０を出
射してから、図２の（ｂ）に示すように第一帰還光３２１の一部３２１ａがフォトダイオ
ード１２に入射するまでの時間を測定することにより、光波距離計１０から測定対象物２
１までの距離を算出することが可能となる。
【００３７】
　次に、図３を用いて、測定対象物２１までの距離が長い場合の測定原理について説明す
る。
【００３８】
　図３の（ａ）及び（ｂ）は、帰還光３２の光路を示すものである。図３の（ａ）に示す
ように、測定対象物２１までの距離が短い場合と同様に、帰還光３２のうちの一部は光分
離面１８１で反射して第一帰還光３２１となり、第一帰還光３２１の一部３２１ａは、測
定光３０の光路３０ｉとは異なる光路を進むこととなる。しかし、測定対象物２１までの
距離が長い場合には、光分離面１８１に到達した際の帰還光３２の強度は低くなっており
、さらに光分離面１８１の光反射率は低いため、第一帰還光３２１の一部３２１ａの強度
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は非常に低くなってしまう。
【００３９】
　また、図３の（ｂ）に示すように、帰還光３２のうちの一部は光分離面１８１を透過し
た後、光反射面１８２で反射され、第二帰還光３２２となる。この際、測定対象物２１ま
での距離が長いため、測定対象物２１までの距離が短い場合と比較して、光反射面１８２
に到達した際の帰還光３２の強度は低くなる。しかし、光反射面１８２の光反射率は高く
、また、測定対象物２１までの距離が長いため帰還光３２の光反射面１８２に到達した時
点での幅ｗ３２は、測定光３０が光反射面１８２で反射した時点での幅ｗ３０よりも十分
に大きくなる。そのため、第二帰還光３２２のうち、測定光３０の光路３０ｉよりも拡が
った部分３２２ａは十分な強度となり、フレネルレンズ１６で集光され、フォトダイオー
ド１２に入射する。
【００４０】
　従って、測定対象物までの距離が長い場合、レーザダイオード１１から測定光３０を出
射してから、図３の（ｂ）に示すように第二帰還光３２２の一部３２２ａがフォトダイオ
ード１２に入射するまでの時間を測定することにより、光波距離計１０から測定対象物２
１までの距離を算出することが可能となる。
【００４１】
　図４に、第一帰還光３２１の一部３２１ａと第二帰還光３２２の一部３２２ａの光強度
、及び、これらを足し合わせた光強度の、測定対象物２１までの距離依存性を模式的に示
す。
【００４２】
　図４に示すように、上述の原理に基づき、第一帰還光３２１の一部３２１ａは、測定対
象物２１までの距離が短いときは強度が高く、測定対象物２１までの距離が長くなると強
度が低くなる。一方、第二帰還光３２２の一部３２２ａは、測定対象物２１までの距離が
短いときは強度が低く、測定対象物２１までの距離が長くなると強度が高くなる。実際の
測定において、フォトダイオード１２には第一帰還光３２１の一部３２１ａと第二帰還光
３２２の一部３２２ａが同時に入射することとなる（図２の（ｂ）（ｃ）及び図３の（ａ
）（ｂ）参照）。そのため、第一帰還光３２１の一部３２１ａと第二帰還光３２２の一部
３２２ａを足し合わせた強度が問題となるが、その強度は図４に示すように測定対象物２
１までの距離が短い場合から長い場合に亘って、広い範囲で十分な大きさの光強度となる
。即ち、測定対象物２１までの距離が短くても長くても、本実施形態に係る光波距離計１
０によれば、十分な強度の第一帰還光３２１又は第二帰還光３２２をフォトダイオード１
２に入射させることが可能である。
【００４３】
　また、本実施形態に係る光波距離計１０によれば、レーザダイオード１１、フォトダイ
オード１２、及びレーザダイオード１１からの測定光３０を測定対象物２１に導き、帰還
光３２をフォトダイオード１２に導くための光学系のみで光波距離計１０を構成すること
ができる。
【００４４】
　従って、近距離から遠距離に亘って広い測定レンジを有しながら、低コストであって小
型化が可能な光波距離計を得ることができる。
【００４５】
　さらに、本実施形態に係る光波距離計１０においては、光分離面１８１と光反射面１８
２は、一つの光学素子である裏面鏡１８のそれぞれ対向する一対の面となっている（図１
～３参照）。そのため、光分離面１８１と光反射面１８２を一つの部品で構成することが
可能となるため、さらに、低コストであって小型化が可能な光波距離計を得ることができ
る。
【００４６】
　さらに、本実施形態に係る光波距離計１０は、コリメートレンズ１５とフレネルレンズ
１６は、別個の素子であり、互いにコリメートレンズ１５の光軸１５ｘ方向に離間してい
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る（図１～３参照）。そのため、光波距離計１０の製造の際、コリメートレンズ１５とフ
レネルレンズ１６の焦点１５ｆ、１６ｆを、それぞれ独立に調整することが可能であるた
め、より精密に距離の測定が可能な光波距離計を得ることができる。
【００４７】
　なお、本実施形態においては、コリメートレンズ１５の光軸１５ｘとフレネルレンズ１
６の光軸１６ｘは同軸上にあるが（図２及び図３参照）、これらは同軸上になくてもよい
。例えば、図２において、フレネルレンズ１６の光軸１６ｘがコリメートレンズ１５の光
軸１５ｘよりも、図中の上方又は下方にあってもよい。
【００４８】
　なお、上述のように、フォトダイオード１２には、第一帰還光３２１の一部３２１ａと
第二帰還光３２２の一部３２２ａの両方が入射することとなる（図２及び図３参照）。そ
して、これらの強度の割合は、光波距離計１０から測定対象物２１までの距離で変わる。
また、帰還光３２の進む距離は、帰還光３２が光分離面１８１で反射されるか、光反射面
１８２で反射されるかによって、裏面鏡１８の厚さ程度異なることとなる。そのため、フ
ォトダイオード１２に入射する第一帰還光３２１と第二帰還光３２２の割合に応じて、測
定対象物２１までの距離の算出において算出距離の補正が必要となる。この第一帰還光３
２１と第二帰還光３２２の割合は、測定対象物までの距離と一対一に対応すると考えられ
るため、予め既知の距離にある測定対象物を複数測定し、それぞれの場合の距離の誤差を
計測し、未知の距離にある測定対象物の測定時にその誤差を加味して距離を算出すること
により、算出距離の補正を行うことができる。
【００４９】
 [第二実施形態]
　次に、本発明に係る光波距離計の第二実施形態について、図５～図７を用いて説明する
。
【００５０】
　図５は、測定対象物までの距離を測定している本実施形態に係る光波距離計の斜視図で
ある。また、図６は、本実施形態に係る光波距離計の構成及びこの光波距離計による測定
原理を示す模式図である。
【００５１】
図５及び図６に示すように、本実施形態に係る光波距離計１１０は、第一実施形態と異な
り、フレネルレンズ１６´は、コリメートレンズ１５と裏面鏡１８との間に配置されてい
る。また、フレネルレンズ１６´は図７の（ａ）に示すように、半円状の切欠き部（非屈
折部）１６ａ´を有している。さらに、図６の（ａ）に示すように、第一実施形態と異な
り、フレネルレンズ１６の光軸１６ｘ´は、コリメートレンズ１５の光軸１５ｘと一致し
ておらず、コリメートレンズ１５から出射される測定光３０の光束の側面３０ｓに接して
伸びている。また、フレネルレンズ１６´とコリメートレンズ１５は、コリメートレンズ
１５の光軸１５ｘに沿った方向から見て、半円状の切欠き部１６ａ´の少なくとも一部と
、コリメートレンズ１５の少なくとも一部が重複するように、それぞれ配置されている。
【００５２】
　そして、コリメートレンズ１５から出射した測定光３０の一部は、フレネルレンズ１６
´が有する半円状の切欠き部１６ａ´を通過して、光分離面１８１に入射する。従って、
測定光３０がフレネルレンズ１６´によって屈折や反射されることはない。
【００５３】
　本実施形態に係る光波距離計１１０においても、第一実施形態と同様の効果を得ること
ができる。即ち、図６の（ｂ）に示すように、測定対象物２１までの距離が短い場合、帰
還光３２が光分離面１８１で反射した第一帰還光３２１のうちの一部３２１ａを利用して
、測定対象物２１までの距離を測定することができる。また、図６の（ｃ）に示すように
、測定対象物２１までの距離が長い場合、帰還光３２が光反射面１８２で反射した第二帰
還光３２２のうちの一部３２２ａを利用して、測定対象物２１までの距離を測定すること
ができる。また、本実施形態に係る光波距離計１１０によれば、レーザダイオード１１、
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フォトダイオード１２及び光学系のみで光波距離計１１０を構成することができる。従っ
て、本実施形態においても、近距離から遠距離に亘って広い測定レンジを有しながら、低
コストであって小型化が可能な光波距離計を得ることができる。
【００５４】
　さらに、本実施形態においては、フレネルレンズ１６´が半円状の切欠き部１６ａ´を
有しているため、フレネルレンズ１６´をコリメートレンズ１５と裏面鏡１８との間に配
置しても、十分な強度の測定光３０を測定対象物２１に入射させることが可能となってい
る。そのため、測定精度を保ちながら、光波距離計１１０の外形について、コリメートレ
ンズ１５の光軸１５ｘに沿った方向の長さの短縮化を図ることができる。
【００５５】
　さらに、本実施形態においては、図６の（ａ）に示すように、フレネルレンズ１６´の
光軸１６ｘ´は、コリメートレンズ１５から出射される測定光３０の光束の側面３０ｓに
接して伸びている。そのため、図６の（ｃ）に示すように、第二帰還光３２２のうち、測
定光３０の光路３０ｉから少しでも離れた場所を進む部分をフレネルレンズ１６´で受光
することが可能となるため、より精密に距離の測定が可能な光波距離計を得ることができ
る。
【００５６】
　なお、本実施形態におけるフレネルレンズ１６´は、図７の（ａ）に示す半円状の切欠
き部１６ａ´の代わりに、図７の（ｂ）に示すような半円状の透過部（非屈折部）１６ａ
´を有していてもよい。この半円状の透過部１６ａ´にはフレネルレンズが形成されてお
らず、例えば単なる透明板部となっており、コリメートレンズ１５から出射した測定光３
０を屈折させることなく、透過させることができる。また、フレネルレンズ１６´は、図
７の（ｃ）に示すような矩形状の切欠き部（非屈折部）１６ａ´を有していてもよく、ま
た、図７の（ｄ）に示すような矩形状の透過部（非屈折部）１６ａ´を有していてもよい
。
【００５７】
　また、コリメートレンズ１５から出射した測定光３０のすべてが、フレネルレンズに形
成された非屈折部１６ａ´を通過又は透過する構成も可能である。
【００５８】
[第三実施形態]
　次に、本発明に係る光波距離計の第三実施形態について、図８及び図９を用いて説明す
る。
【００５９】
　図８は、測定対象物までの距離を測定している本実施形態に係る光波距離計の斜視図で
ある。また、図８は、本実施形態に係る光波距離計の構成及びこの光波距離計による測定
原理を示す模式図である。
【００６０】
　図８及び図９に示すように、本実施形態に係る光波距離計１２０は、第一及び第二実施
形態と異なり、投光受光光学素子１７を備えている。この投光受光光学素子１７は、中央
部のコリメートレンズ部１１５及びその周囲のフレネルレンズ部１１６からなっており、
第一及び第二実施形態におけるコリメートレンズ１５及びフレネルレンズ１６、１６´（
図１及び図５参照）を、それぞれの光軸１５ｘ、１６ｘ、１６ｘ´が一致するように一体
化したものに相当する。即ち、レーザダイオード１１から出射した測定光３０（図８及び
図９においては図示せず）は、投光受光光学素子１７のコリメートレンズ部１１５に入射
して平行光にされて出射する。そして、第一帰還光３２１のうち、光路３０ｉと異なった
光路を進む部分３２１ａ及び第二帰還光３２２のうち、測定光３０の光路３０ｉよりも拡
がった部分３２２ａは、投光受光光学素子１７のフレネルレンズ部１１６に入射して集光
され、フォトダイオード１２に入射する。
【００６１】
　本実施形態に係る光波距離計１２０においても、第一実施形態及び第二実施形態と同様
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の効果を得ることができる。即ち、図９の（ａ）に示すように、測定対象物２１までの距
離が短い場合、帰還光３２が光分離面１８１で反射した第一帰還光３２１のうちの一部３
２１ａを利用して、測定対象物２１までの距離を測定することができる。また、図９の（
ｂ）に示すように、測定対象物２１までの距離が長い場合、帰還光３２が光反射面１８２
で反射した第二帰還光３２２のうちの一部３２２ａを利用して、測定対象物２１までの距
離を測定することができる。また、本実施形態に係る光波距離計１２０によれば、レーザ
ダイオード１１、フォトダイオード１２及び光学系のみで光波距離計１２０を構成するこ
とができる。従って、本実施形態においても、近距離から遠距離に亘って広い測定レンジ
を有しながら、低コストであって小型化が可能な光波距離計を得ることができる。　
【００６２】
　さらに、本実施形態においては、コリメートレンズ及びフレネルレンズを一体化した投
光受光光学素子１７を使用しているため、必要な部品数が減少し、さらに低コスト化、及
び小型化が図られた光波距離計を得ることができる。
【００６３】
　なお、本実施形態において、投光受光光学素子１７のコリメートレンズ部１１５及びフ
レネルレンズ部１１６は、それぞれの光軸１１５ｘ、１１６ｘが一致していなくてもよい
。例えば、図９において、光軸１１６ｘは光軸１１５ｘよりも図中の上方又は下方にあっ
てもよい。
【００６４】
　本発明は上記実施形態に限定されるものではない。
【００６５】
　例えば、光分離面１８１及び光反射面１８２（図２等参照）は、それぞれ別の光学素子
で構成してもよい。例えば、ガラス板と金属板を平行に設け、ガラス板の金属板とは反対
側の面を光分離面１８１とし、金属板のガラス板と対向する面を光反射面１８２としても
よい。
【００６６】
　また、フレネルレンズ１６の代わりに、ガラスレンズやプラスチックレンズ等を用いて
もよい。
【００６７】
　また、上述の各実施形態においては、測定光３０を測定対象物２１が有する再帰性反射
部２２に垂直に入射させているが、再帰性反射部２２に鋭角（又は鈍角）に入射させても
よい（図２、図３、図６及び図９参照）。この場合であっても、帰還光３２は、測定光３
０が入射してきた方向に進むため、本発明の効果を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００６８】
【図１】測定対象物までの距離を測定している第一実施形態に係る光波距離計の斜視図で
ある。
【図２】光波距離計の構成及び光波距離計による測定原理を示す模式図である。
【図３】光波距離計の構成及び光波距離計による測定原理を示す模式図である。
【図４】第一帰還光の一部と第二帰還光の一部の光強度、及び、これらを足し合わせた光
強度の、測定対象物までの距離依存性の模式図である。
【図５】測定対象物までの距離を測定している第二実施形態に係る光波距離計の斜視図で
ある。
【図６】光波距離計による測定原理を示す模式図である。
【図７】第二実施形態におけるフレネルレンズを示す平面図である。
【図８】測定対象物までの距離を測定している第三実施形態に係る光波距離計の斜視図で
ある。
【図９】光波距離計による測定原理を示す模式図である。
【符号の説明】
【００６９】
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　１１…レーザダイオード、１２…フォトダイオード、１５…コリメートレンズ、１５ｆ
…コリメートレンズの焦点、１５ｘ…コリメートレンズの光軸、１６…フレネルレンズ、
１６ｆ…フレネルレンズの焦点、１６ｘ…フレネルレンズの光軸、１８…裏面鏡、２１…
測定対象物、２２…再帰性反射部、３０…測定光、３２…帰還光、１８１…光分離面、１
８２…光反射面、３２１…第一帰還光、３２２…第二帰還光。

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】



(14) JP 2008-275386 A 2008.11.13
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【図９】
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